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福島県における情報共有システムの活用ガイドライン 新旧表 

頁 新（令和３年２月） 旧（平成３１年２月） 
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～省略～ 

 

1.3 適用する基準 

（1）情報共有システム関係 

 ・ 土木工事の情報共有システム活用ガイドライン 

   R2 年 3 月 国土交通省（大臣官房技術調査課） 

・ 工事施工中における受発注者間の情報共有システム機能要件(Rev.5.2)【要件編】 

R2 年 3 月 国土交通省（国土技術政策総合研究所） 

・ 工事施工中における受発注者間の情報共有システム機能要件(Rev.5.2)【解説編】 

R2 年 3 月 国土交通省（国土技術政策総合研究所） 

 

 

 

 

 ※ 上記の各基準が改定等された場合は、その改定等を踏まえた国土交通省の運用に準じて、福島県土木部でも情報共有シ

ステムを運用することとする。 

（2）電子納品・電子検査関係 

・ 福島県電子納品等運用ガイドライン【土木工事編】 H30 年 4 月 

・ 福島県電子納品等運用ガイドライン【土木工事編】 R3 年 4 月改訂予定 

（3） i-Construction、BIM/CIM 関係  

・BIM/CIM 活用ガイドライン（案）R2.3 国土交通省  

・BIM/CIM モデル等電子納品要領（案）及び同解説 R2.3 国土交通 

・i-Construction に関する電子納品参考資料 H29.1 国土交通省  

 

1.4 情報共有システムの機能 

本ガイドラインは、機能要件(Rev.5.2)に対応した情報共有システムの各機能の利用方法を解説しています。機能要件

(Rev.5.2)で定義する情報共有システムの機能は図 1 のとおりです。土木工事の受発注者は、これら機能を適切に組み合わ

せて利用することで業務の効率化が可能です。 

情報共有システムを利用するにあたっては、工事帳票の授受に関する機能（発議書類作成機能、ワークフロー機能（事前

打合せ機能は除く）、書類管理機能）、電子検査や工事後に保管が必要な書類を出力する機能（工事書類等入出力・保管支援

機能）が有効です。 

 

 

 

図 1 機能要件(Rev.5.2)設定した機能 

 

～省略～ 

 

1.3 適用する基準 

（1）情報共有システム関係 

・ 土木工事の情報共有システム活用ガイドライン 

   H26 年 7 月 国土交通省（大臣官房技術調査課） 

・ 工事施工中における受発注者間の情報共有システム機能要件(Rev.5.0)【要件編】 

H30 年 3 月 国土交通省（国土技術政策総合研究所） 

・ 工事施工中における受発注者間の情報共有システム機能要件(Rev.4.0)【要件編】 

H26 年 7 月 国土交通省（国土技術政策総合研究所） 

・ 工事施工中における受発注者間の情報共有システム機能要件(Rev.4.0)【解説編】 

H26 年 7 月 国土交通省（国土技術政策総合研究所） 

・ 情報共有システムデータ連携機能仕様書（案） 

H25 年 9 月 国土交通省（国土技術政策総合研究所） 

 ※ 上記の各基準が改定等された場合は、その改定等を踏まえた国土交通省の運用に準じて、福島県土木部でも情報共有シ

ステムを運用することとする。 

（2）電子納品・電子検査関係 

・ 福島県電子納品等運用ガイドライン【土木工事編】 H30 年 4 月 

 

 

 

 

 

 

1.4 情報共有システムの機能 

本ガイドラインは、機能要件(Rev.4.0)に対応した情報共有システムの各機能の利用方法を解説しています。機能要件

(Rev.4.0)で定義する情報共有システムの機能は図 1 のとおりです。土木工事の受発注者は、これら機能を適切に組み合わ

せて利用することで業務の効率化が可能です。 

情報共有システムを利用するにあたっては、工事帳票の授受に関する機能（発議書類作成機能、ワークフロー機能（事前

打合せ機能は除く）、書類管理機能）、電子検査や工事後に保管が必要な書類を出力する機能（工事書類等入出力・保管支援

機能）が有効です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1 機能要件(Rev.4.0)で設定した機能 
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1.5 福島県における情報共有システムの運用 

(1)システム運用の対象工事 

システム運用の対象は、福島県土木部が発注する全ての土木工事です。 

(2)各工事でのシステム活用の有無 

全ての工事において、システムを活用します。 

ただし、特段の理由等がある場合は、書面（紙）で活用できない理由を明記し、受発注者間の協議を行った上で活用の有

無を決定します。（図 2参照） 

 

(3)システムを活用する内容 

システムを活用する工事では、提出書類の処理［作成、提出、確認、決裁］をシステムにて行い、紙に出力しての処理（提

出等）は不要です。 

(4)システムを活用する対象の書類 

福島県電子納品等運用ガイドライン【土木工事編】に示す「工事帳票」のうち、当該工事で作成する書類の中から受発注

者間の協議にて選択します。（図 3参照） 

さらに、工事打合せ簿、確認書のそれぞれについては、取り扱う案件（内容）ごとに各書類の処理をシステムで行うか否

かを、受発注者間の協議で選択できます。 

この際、対象書類の選択は、福島県電子納品等運用ガイドライン【土木工事編】の「事前協議チェックシート 兼 納品方

法及び検査方法の確認書（土木工事用）」を用いて行います。（図 15 参照） 

書類の整理、情報の共有、紛失防止等から紙決裁した書類については、決裁後、情報共有システムに登録することができ

ます。（システムの決裁は不要） 

(5)システムを活用した書類の「電子的方法での納品」、「電子検査」 

システムを活用して受発注者間の各処理を行った書類については、当該データを格納した電子媒体（ＣＤ、ＤＶＤ等）を

提出することとし、紙に出力して提出する必要はありません。 

竣工検査は、電子検査を実施し、竣工検査（机上検査）における上記書類の提示等は、ＰＣ画面やモニター等を用いて行

うこととします。 

なお、特別の理由等がある場合は、受発注者間の協議を行った上で紙に出力して納品、検査に対応することができます。 

(6)各工事で活用するシステムの選定 

国土交通省の機能要件を満たすシステムから受注者が選定したもの等について、受発注者間の協議を行い決定します。 

（※令和３年１月１８日現在、国土交通省の機能要件を満たすシステムは８つ） 

(7)その他 

説明が必要な場合などは、対面協議のほか、Ｗｅｂ会議（打合せ）を取り入れるなど、効率的に実施してください。 

 

 

 

 

図 2 システム活用の有無に係る書面協議（報告）の例 

 

1.5 福島県における情報共有システムの運用 

(1)システム運用の対象工事 

システム運用の対象は、福島県土木部が発注する全ての土木工事です。 

(2)各工事でのシステム活用の有無 

当初請負金額 3,000 万円（税込）以上の工事では原則、システムを活用し、これ以外の工事では受注者の意向に基づき

システム活用の有無を決定します。 

各監督員は上記いずれの場合も協議結果（システム活用の有無及び理由、システム名及び提供者、使用期間など）を書面

にて関係部長等まで報告します。（図 2参照） 

(3)システムを活用する内容 

システムを活用する工事では、提出書類の処理［作成、提出、確認、決裁］をシステムにて行い、紙に出力しての処理（提

出等）は不要です。 

(4)システムを活用する対象の書類 

福島県電子納品等運用ガイドライン【土木工事編】に示す「工事帳票」のうち、当該工事で作成する書類の中から受発注

者間の協議にて選択します。（図 3参照） 

さらに、工事打合せ簿、確認書のそれぞれについては、取り扱う案件（内容）ごとに各書類の処理をシステムで行うか否

かを、受発注者間の協議で選択できます。 

この際、対象書類の選択は、福島県電子納品等運用ガイドライン【土木工事編】の「事前協議チェックシート 兼 納品方

法及び検査方法の確認書（土木工事用）」を用いて行います。（図 15 参照） 

 

 

(5)システムを活用した書類の「電子的方法での納品」、「電子検査」 

システムを活用して受発注者間の各処理を行った書類については、当該データを格納した電子媒体（ＣＤ、ＤＶＤ等）を

提出することとし、紙に出力して提出する必要はありません。 

また、竣工検査（机上検査）における上記書類の提示等は、ＰＣ画面やモニター等を用いて行うこととします。 

 

なお、特別の理由等がある場合は、受発注者間の協議を行った上で紙に出力して納品、検査に対応することができます。 

(6)各工事で活用するシステムの選定 

国土交通省の機能要件を満たすシステムから受注者が選定したもの等について、受発注者間の協議を行い決定します。

（これまでのところ、国土交通省の機能要件を満たすシステムは９つあります。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2 システム活用の有無に係る書面協議（報告）の例 

＜第１０号様式・約款９条関係＞

（ ）

第 号

（内容）

上記について

指示事項・協議結果等

・

上記について

提出・報告内容等

回
答

　○○○○○（←工事請負会社名）　　現場代理人　○○○○

　○○○○○○○○○

○○-○○○○○-○○○○ 　○○○○○○○○○○○○

発議者名

情報共有システムの活用について

葉、その他添付図書 ○○○○○○（←例：システム利用申込書、規約等）

工事場所

工事番号
工事名

発議事項

　本工事において、下記のとおり情報共有システムを使用したい。

　　・使用するシステム　：○○○○○
　　・システム提供者　　：○○○○○
　　・使用期間　　　　　：平成○○年○○月○○日～平成○○年○○月○○日
　　・対象書類　　　　　：別紙の「事前協議チェックシート 兼 納品方法及び検査方法の
　　　　　　　　　　　　　　確認書（土木工事用）」の（Ｃ）工事帳票に表記したとおり。

　　※（注意）対象書類の表現については、上記の例以外でも構いません。

添付図

現場代理人

監督員 事務所

部長
所長

（会社）

します。

受
注
者

平成○○年○○月○○日

発
注
者

工 事 打 合 せ 簿

発議者 発議年月日 平成○○年○○月○○日

処
理

します。

○○○○

　本工事において、上記のとおり情報共有システムを使用することを認める。

課長
主　任
主　査

監督員
（正）

監督員
（副）

現　場
代理人

主　任
（監　理）
技術者

発注者 受注者

指示 協議 通知 承諾 提出 届出 その他

指示 承諾 協議 通知 受理 その他

了解 協議 提出 報告 届出 その他
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頁 新 旧 
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図 3 情報共有システムを活用する対象書類 

 

 

1.6 情報共有システムの利用上の留意点 

（1）関係者への利用権限の付与、利用の習慣化 

全ての関係者は情報共有システム提供者から ID・パスワードを入手した上で情報共有システムを利用し、情報共有シス

テムの利用を習慣化してください。一人でも情報共有システムで処理する工事帳票を紙で提出を求める関係者がいると情

報共有システム活用による効果が低減します。 

（2）ID・パスワードの管理の徹底 

ID・パスワードが第３者に渡ると、工事帳票の漏洩や、改ざんなどの恐れがあります。利用者は、ID・パスワードの管理

を徹底してください。 

（3）同一の情報共有システムの利用 

各工事で異なる複数の情報共有システムを利用すると監督業務における業務効率化の効果が低減することもあるため、

工事監督課単位で同一の情報共有システムを利用することは有効です。 

 

 

 

（4）通信環境の整備 

発注者及び受注者はデータ量の多い工事帳票も適切に処理できる通信環境を用意してください。送受信に多くの時間を

要する場合、情報共有システム活用による効果は低減します。 

 

1.7 BIM/CIM の活用 

国土交通省では、建設現場の生産性向上を図る i-Construction の取組において、これまで BIM/CIM モデルを活

用し社会資本の整備、管理を行う CIM（Construction Information Modeling/Management）を導入することで受発

注者双方の業務効率化・高度化を推進しております。一方で、国際的な BIM(Building Information Modeling)の動向

等は近年顕著な進展を見せており、土木分野での国際標準化の流れを踏まえ、Society 5.0 における新たな社会資本整

備を見据えた３次元データを基軸とする建設生産・管理シス テ ム を 実 現 す る た め BIM/CIM(Building and 

Construction Information Modeling/Management)という概念を取り入れております。  

また、国土交通省における試行により、調査・設計成果確認、決定プロセス内部説明などの効率化、関係機関との協議

説明の効率化等の効果が得られつつあり、施工段階においても BIM/CIM を活用することで数量計算・図面確認の省力

化、決定プロセス内部説明などの効率化、関係機関との協議説明の効率化、ビューワ化等の情報共有による効率化に資す

る事が期待されています。  

ここでは、国土交通省における BIM/CIM の取組みを推進するためクラウドサービスを利用して、BIM/CIM モデル

を扱う場合の考え方として情報共有、閲覧に関して記載しております。  

なお、本県においても、令和３年度から BIM/CIM の活用を進めることとしております。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3 情報共有システムを活用する対象書類 

 

 

1.6 情報共有システムの利用上の留意点 

（1）関係者への利用権限の付与、利用の習慣化 

全ての関係者は情報共有システム提供者から ID・パスワードを入手した上で情報共有システムを利用し、情報共有シス

テムの利用を習慣化してください。一人でも情報共有システムで処理する工事帳票を紙で提出を求める関係者がいると情

報共有システム活用による効果が低減します。 

（2）ID・パスワードの管理の徹底 

ID・パスワードが第３者に渡ると、工事帳票の漏洩や、改ざんなどの恐れがあります。利用者は、ID・パスワードの管理

を徹底してください。 

（3）同一の情報共有システムの利用 

各工事で異なる複数の情報共有システムを利用すると監督業務における業務効率化の効果が低減することもあるため、

工事監督課単位で同一の情報共有システムを利用することは有効です。 

また、情報共有システム提供者は、システム機能要件に基づいてデータ連携機能の開発を行うこととしており、受発注者

の異なる情報共有システム間でデータ連携が可能となる予定です。それまでの間は、受発注者の間でも同じ情報共有システ

ムの利用が必要です。 

（4）通信環境の整備 

発注者及び受注者はデータ量の多い工事帳票も適切に処理できる通信環境を用意してください。送受信に多くの時間を

要する場合、情報共有システム活用による効果は低減します。 

 

名称 分類 （書類の）作成 （書類の）提出

【鑑】 第10号様式 できる 作成後、添付書類とともに提出する

【内容説明資料】 －
できない

（情報共有システム
以外で作成する）

工事打合せ簿【鑑】の
「添付資料」として提出する

【鑑】 第8号様式 できる 作成後、添付書類とともに提出する

【内容説明資料】 －
できない

（情報共有システム
以外で作成する）

確認書（確認・立会）【鑑】の
「添付資料」として提出する

【鑑】 第8号様式その3 できる 作成後、添付書類とともに提出する

【内容説明資料】 －
できない

（情報共有システム
以外で作成する）

工事履行報告書【鑑】の
「添付資料」として提出する

4 －
共通仕様書

（福島県土木部）

5
第51～52号様

式
共通仕様書

（福島県土木部）

6
第53～93号様

式
共通仕様書

（福島県土木部）

7 様式1
共通仕様書

（福島県土木部）

8 様式2
共通仕様書

（福島県土木部）

9 －
共通仕様書

（福島県土木部）

できない
（情報共有システム
以外で作成する）

「添付資料」として提出する
（鑑は確認書【鑑】、工事打合せ簿【鑑】

のいずれかを利用する）

10 第12号様式
福島県工事請負

契約約款

11 参考様式第3号
福島県元請・下請関
係適正化指導要綱

12 様式2-3号
福島県元請・下請関
係適正化指導要綱

13 －
共通仕様書（福島

県土木部）

14 － －

「添付資料」として提出する
（鑑は工事打合せ簿【鑑】を利用する）

施工体制台帳及び添付資料（写し）

事故発生報告書

社内検査結果資料 <※1>

その他
（協議により提出必要となった資

料）

※1　工事施工中などに、これらの資料を提出する場合において情報共有システムを活用するケース。
　　　（情報共有システムを活用せずに、これらの書類を工事完成時に竣工書類一式として提出する場合、当該電子データについては
　　　受発注者間の協議を行い、「情報共有システムで提出済みの他の資料を格納する電子媒体」に一緒に格納して提出することができる。）

工事材料確認申請書

産業廃棄物管理票（写し）

できない
（情報共有システム
以外で作成する）

施工計画書
（変更含む）

できない

（情報共有システム
以外で作成する）

「添付資料」として提出する

（鑑は工事打合せ簿【鑑】を利用する）

出来形管理資料 <※1>

品質管理資料  <※1>

再生資源利用実施書   <※1>

再生資源利用促進実施書  <※1>

2
確認書

（確認・立会）
福島県工事請負

契約約款

3 工事履行報告書
福島県工事請負

契約約款

1 工事打合せ簿
福島県工事請負

契約約款

○システムを活用して各処理（作成、提出、確認、決裁）を行う対象書類を下表から選択すること。

（本表は「福島県電子納品等運用ガイドライン【土木工事編】」のP18,19に示す「工事帳票」の一覧に基づき作成したもの）

書類

様式名
提出を規定

するもの

情報共有システムにおける「作成」、「提出」の扱い

書類名 様式名 提出を規定するもの

1 工事材料確認申請書 第12号様式 福島県工事請負契約約款

2 産業廃棄物管理票（写し） － 共通仕様書（福島県土木部）

3 施工体制台帳及び添付資料（写し） 参考様式第3号 福島県元請・下請関係適正化指導要綱

4 事故発生報告書 様式2-3号 福島県建設工事等入札参加資格制限措置要綱

　　　　　　（これらの書類については、情報共有システムを活用しない）
［参考］　福島県電子納品等運用ガイドラインにおいて、紙で提出することとしている工事帳票

名称 分類 （書類の）作成 （書類の）提出

【鑑】 第10号様式 できる 作成後、添付書類とともに提出する

【内容説明資料】 －
できない

（情報共有システム
以外で作成する）

工事打合せ簿【鑑】の
「添付資料」として提出する

【鑑】 第8号様式 できる 作成後、添付書類とともに提出する

【内容説明資料】 －
できない

（情報共有システム
以外で作成する）

確認書（確認・立会）【鑑】の
「添付資料」として提出する

【鑑】 第8号様式その3 できる <※1>
作成後、添付書類とともに提出する

<※1>

【内容説明資料】 －
できない

（情報共有システム
以外で作成する）

工事履行報告書【鑑】の
「添付資料」として提出する <※1>

4 －
共通仕様書

（福島県土木部）

5 第51～52号様式
共通仕様書

（福島県土木部）

6 第53～93号様式
共通仕様書

（福島県土木部）

7 様式1
共通仕様書

（福島県土木部）

8 様式2
共通仕様書

（福島県土木部）

9 －
共通仕様書

（福島県土木部）

できない
（情報共有システム
以外で作成する）

「添付資料」として提出する
（鑑は確認書【鑑】、工事打合せ簿【鑑】

のいずれかを利用する）

10 － －
できない

（情報共有システム
以外で作成する）

「添付資料」として提出する
（鑑は工事打合せ簿【鑑】を利用する）

○システムを活用して各処理（作成,提出,確認,決裁）を行う対象書類を下表から選択すること。

1

2

3

（本表は「福島県電子納品等運用ガイドライン【土木工事編】」のP18,19に示す「工事帳票」の一覧に基づき作成したもの）

書類

工事打合せ簿

確認書
（確認・立会）

できない

（情報共有システム
以外で作成する）

「添付資料」として提出する

（鑑は工事打合せ簿【鑑】を利用する）

※2　工事施工中などに、これらの資料を提出する場合において情報共有システムを活用するケース。
　　　（情報共有システムを活用せずに、これらの書類を工事完成時に竣工書類一式として提出する場合、当該電子データについては
　　　受発注者間の協議を行い、「情報共有システムで提出済みの他の資料を格納する電子媒体」に一緒に格納して提出することができる。）

※1　当該工事で選定したシステムが工事履行報告書【鑑】の作成に対応できていない場合は、工事打合せ簿【鑑】の添付資料として提出する。

その他
（協議により提出必要となった資料）

出来形管理資料 <※2>

品質管理資料 <※2>

工事履行報告書
福島県工事請負

契約約款

施工計画書
（変更含む）

再生資源利用実施書 <※2>

再生資源利用促進実施書 <※2>

社内検査結果資料 <※2>

情報共有システムにおける「作成」、「提出」の扱い
提出を規定

するもの
様式名

福島県工事請負
契約約款

福島県工事請負
契約約款
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頁 新 旧 

１０ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１１～１７ 

 

 

１８ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１８ 

 

 

１９～２７ 

 

 

 

 

 
図(a) BIM/CIM の概念 

 

（1）BIM/CIM モデルの情報共有、閲覧  

BIM/CIM の一環として設計図を３次元的に可視化（BIM/CIM モデル）するためには、大別して次の方法があります。  

① 情報共有システムの 3 次元データ等表示機能を利用して閲覧する。  

情報共有システムの 3次元データ等表示機能を利用して閲覧します。  

② PC にインストールされている専用ソフトウェア等で閲覧する。  

情報共有システムを介して共有し、専用のソフトウェアやビューワを利用して閲覧します。  

  

①の方法の場合、PC に新たなソフトウェアを導入しなくとも汎用的なインターネットブラウザの環境を用いて閲覧す

ることが可能です。一方、②の場合には、一般的に高性能な PC や新たなソフトウェアの導入が必要になる場合があり

ます。  

 

 

～省略～ 

 

 

（2）原本が紙の書類の取り扱い 

品質証明書、カタログ、見本など、受注者が第三者から受け取った紙の書類など、原本が紙の書類については、紙の書類

を発注者へ提出します。 

受注者が紙の書類のスキャニング等を行い、情報共有システムにより提出する必要はありません。 

なお、書類の整理、情報の共有、紛失防止等から受発注者間の協議を行った上で紙の書類をスキャニングし情報共有シス

テムにより提出することができます。（システムの決裁は不要） 

（3）発注者が提示を求める書類の取り扱い 

受注者は、【掲示板機能】、電子メール、紙の印刷物など、発注者の認める手段で発注者から請求された書類を提示してく

ださい。 

 

 

～3.4、3.5 省略～ 

 

 

～省略～ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

～省略～ 

 

 

（2）原本が紙の書類の取り扱い 

品質証明書、カタログ、見本など、受注者が第三者から受け取った紙の書類など、原本が紙の書類については、紙の書類

を発注者へ提出します。 

受注者が紙の書類のスキャニング等を行い、情報共有システムにより提出する必要はありません。 

なお、特別の理由等がある場合は、受発注者間の協議を行った上で紙の書類をスキャニングし情報共有システムにより

提出することもできます。 

（3）発注者が提示を求める書類の取り扱い 

受注者は、【掲示板機能】、電子メール、紙の印刷物など、発注者の認める手段で発注者から請求された書類を提示してく

ださい。 

 

 

～3.4、3.5 省略～ 

 

 

～省略～ 
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２８ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２９～３３ 

 8. 参考資料 

 

8.1 事前協議チェックシート（納品内容及び検査方法の確認書） 

福島県電子納品等運用ガイドライン【土木工事編】に掲載している「事前協議チェックシート兼納品内容及び検査方法

の確認書（土木工事用）」です。本チェックシートを利用することで、情報共有システムの活用の有無、工事帳票に添付

する電子データのファイル形式、電子検査方法などについて、受発注者間で事前合意を図ってください。 

 

 
 

図 15 事前協議チェックシート兼納品内容及び検査方法の確認書（土木工事用） 

 

 

～省略～ 

 

 

 

 

 

 

 

 

8. 参考資料 

 

8.1 事前協議チェックシート（納品内容及び検査方法の確認書） 

福島県電子納品等運用ガイドライン【土木工事編】に掲載している「事前協議チェックシート兼納品内容及び検査方法

の確認書（土木工事用）」です。本チェックシートを利用することで、情報共有システムの活用の有無、工事帳票に添付

する電子データのファイル形式、電子検査方法などについて、受発注者間で事前合意を図ってください。 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 15 事前協議チェックシート兼納品内容及び検査方法の確認書（土木工事用） 

 

 

～省略～ 

 

（ｃ）工事帳票　　〔事前協議実施日：　　　　　　年　　月　　日〕　／　〔最新記入日：　　　　　　年　　月　　日〕

フォルダ

サブフォルダ 情報交換 納品 検査※５

該当あり：✔

□

再生資源利用計画書（建設資材搬入工事用） □

再生資源利用促進計画書（建設資材搬出工事用） □

社内検査員 □

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

出来形管理資料 □

品質管理資料 □

工事履行報告書 □

社内検査結果資料 □

再生資源利用実施書（建設資材搬入工事用） □

再生資源利用促進実施書（建設資材搬出工事用）
 □

ＵＤ（ユニバーサルデザイン）チェックリスト □

□

□

工事材料確認申請書 □

施工体制台帳（写し） □

工事担当技術者（写し） □

下請工事契約時チェックリスト（写し）
 □

社会保険等未加入者と下請契約を締結した理由書
 □

事故発生報告書 □

産業廃棄物管理票（写し） □

関係機関協議資料 □

近隣協議資料 □

□

□

□

□

□

□

□

※３　表に記載のない書類を作成する場合、空欄に当該書類名を記入する。記入欄が足りない場合、記入欄を適宜挿入し内容を記入する。

※４　「該当あり」欄にチェックを入れた場合のみ実施の有無（○、×）を記入する。当該工事において該当がない場合は空欄のままとする。

※５　原則として電子的に納品された成果品は電子検査を行うが、監督員と協議し検査方法を決定可能。

工事打合せ簿(通知）

工事打合せ簿(承諾）

書類名、データ名※３

全て※８

案件※８

案件※８

工事打合せ簿(指示）

案件※８

全て※８

（例「下記以外のもの」：電子的方法で対応
可能な案件）

全て※８

案件※８

（例「下記以外のもの」：電子的方法で対応
可能な案件）

工事打合せ簿(協議）

全て※８

（例「契約、設計変更に係るもの」：紙媒体で
の打合せが必要と想定される案件）

（例「契約、設計変更に係るもの」：紙媒体で
の打合せが必要と想定される案件）

※８　工事打合せ簿（各種）、確認書をそれぞれ複数作成し、案件によって情報交換等の方法を変える場合は、上記備考の例を参考にしながら
　　　「書類名、データ名」欄に具体的な案件（や分類）の記入等を行い、また方法を変えない場合は”全て”における「該当あり」欄にチェックを記入する。

確認書（確認・立会願、確認・立会結果書）

全て※８

OTHRS
（その他）

ORGnnn

紙媒体で対応する書類

全て※８

工事打合せ簿(届出）

実施する：○　実施しない：×

MEET
（打合せ簿）

工事打合せ簿(提出）

ORG

案件※８

案件※８

案件※８

全て※８

PLAN
（施工計画書）

ORG

凡例：

該当あり
電子的方法で実施する項目※４

備考

施工計画書

（ｃ）工事帳票　　〔事前協議実施日：　　　　　　年　　月　　日〕　／　〔最新記入日：　　　　　　年　　月　　日〕

フォルダ

サブフォルダ 情報交換 納品 検査※５

該当あり：✔

施工計画書 □

再生資源利用計画書（建設資材搬入工事用） □

再生資源利用促進計画書（建設資材搬出工事用） □

社内検査員 □

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

出来形管理資料 □

品質管理資料 □

工事履行報告書 □

社内検査結果資料 □

再生資源利用実施書（建設資材搬入工事用） □

再生資源利用促進実施書（建設資材搬出工事用）
 □

ＵＤ（ユニバーサルデザイン）チェックリスト □

□

□

□

□

□

工事材料確認申請書 □

施工体制台帳（写し） □

工事担当技術者（写し） □

下請工事契約時チェックリスト（写し）
 □

社会保険等未加入者と下請契約を締結した理由書
 □

事故発生報告書 □

産業廃棄物管理票（写し） □

関係機関協議資料 □

近隣協議資料 □

□

□

□

※３　表に記載のない書類を作成する場合、空欄に当該書類名を記入する。記入欄が足りない場合、記入欄を適宜挿入し内容を記入する。

※４　「該当あり」欄にチェックを入れた場合のみ実施の有無（○、×）を記入する。当該工事において該当がない場合は空欄のままとする。

※５　原則として電子的に納品された成果品は電子検査を行うが、監督員と協議し検査方法を決定可能。

工事打合せ簿(指示）

工事打合せ簿(通知）

工事打合せ簿(承諾）

書類名、データ名※３

全て※８

案件※８

案件※８

案件※８

（例「下記以外のもの」：電子的方法で対応可能な
案件）

全て※８

案件※８

（例「下記以外のもの」：電子的方法で対応可能な
案件）

工事打合せ簿(協議）

全て※８

（例「契約、設計変更に係るもの」：紙媒体での打合
せが必要と想定される案件）

（例「契約、設計変更に係るもの」：紙媒体での打合
せが必要と想定される案件）

※８　工事打合せ簿（各種）、確認書をそれぞれ複数作成し、案件によって情報交換等の方法を変える場合は、上記備考の例を参考にしながら
　　　「書類名、データ名」欄に具体的な案件（や分類）の記入等を行い、また方法を変えない場合は”全て”における「該当あり」欄にチェックを記入する。

OTHRS
（その他）

ORGnnn

紙媒体で対応する書類

工事打合せ簿(届出）

確認書（確認・立会願、確認・立会結果書）

全て※８

工事打合せ簿(提出）

全て※８

案件※８

全て※８

案件※８

全て※８

凡例： 実施する：○　実施しない：×

PLAN
（施工計画書）

ORG

MEET
（打合せ簿）

ORG

案件※８

該当あり
電子的方法で実施する項目※４

備考


